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1. はじめに 



































































































































































されることになった(第 7 項)(図 1 参照)。 
 
図 1 純資産の部の表示 

































































































に重要である」(企業会計基準第 5 号第 28 項―傍点引用者)
という主張にも表出している。すなわち，新会計基準では，払込資本と留保利益の区分よ
りも，株主資本とそれが生み出す利益の区分が，純資産の部の表示においてはより「本質












する論点の 2 つをとりあげることにする。 
 
(1)資本会計に関する論点 
















図 2 資本の部(株主資本)の区分の変遷 






















































される利益は，周知のように，「純利益」(net income)である(藤井[2007a]114 頁)。 




















要請したものであった(飯野[1983]4-20 頁; 加古[1990]45 頁)。 
 企業会計基準第 5 号を含む新会計基準は，ASBJ[2006](第 3 章第 9 項)で提示された「投
資のリスクからの解放」概念24に依拠して定義された純利益の開示を前提にしている。「投
資のリスクからの解放」とは，「投資にあたって期待された成果が事実として確定すること」





























図 3 資本等式の両辺における主体の相違 
 
資産―負債   ≠     資本 
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2 簿記(とりわけ複式簿記)は会計の不可欠の要素であるという理解から，本稿では，会計研
究に簿記(理論)に関する研究も含めている。 
3 たとえば，Hatfield[1916](p.9)における次の記述を参照されたい。「諸勘定を次の 2 つの























11 同様の解釈は，冨塚[2007]63 頁でも示されている。 
12 資産負債アプローチのもとでは，資産と負債の時点的な価値鑑定(すなわち「過去と決別」
した観点からの資産・負債に係る将来キャッシュ・フローの見積)に依拠した利益計算が指
向される。この点については，新田[2006]9-10 頁; 藤井[1997]第 5-6 章を参照されたい。 













18 この説明は，ASBJ[2006]第 3 章第 19 項の記述とほぼ同内容となっている。 




























をいう」(第 7 項)ものとされている。 
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